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研究成果の概要（和文）：　独立系石油販売業者の生成と発展プロセスについて、規制と取引慣行、系列組織構
造の視点からヒアリングと文献調査によって行い、独立系の生成と発展過程が①成長制約が生み出した非系列と
しての生成、②チャネル管理のあいまいさによる系列概念の混乱と独立系の成長、③規制緩和と新業態による独
立系の急成長、そして④精製・元売の寡占体制の確立と準系列化・独立系への分化、の４つのプロセスを経てき
たことを示した。
この独立系の成長プロセスは、政府の規制と取引慣行によって自由で活発な企業家活動が抑制されたことから生
み出されたものであったこと示した。

研究成果の概要（英文）：　This study elucidates the formation and development process of independent
 gasoline retailers in Japan from the viewpoint of government regulations, trade practices, and 
franchise. As a result, it was found that Japan's independent gasoline retailers were formed through
 four processes, 1. Non affiliate company created by growth constraints, 2. Confusion of branded 
retailer concepts due to channel management ambiguity and growth of independent retailer, 3. Rapid 
growth of independent gasoline retailer by deregulation and new type of business ,4. Establishment 
of oligopoly system of  Japanese oil major company and differentiation to semi-branded retailers and
 pure independent gasoline retailers.
　This process shows that these independent gasoline retailers growth process was created from the 
restraint of business practice and active entrepreneurship by government regulations.

研究分野：石油流通
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  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　石油製品流通は、精製・元売による系列を前提に成立してきたが、規制緩和によって独立系販売業者が急増加
し、ガソリンスタンド数の25％以上を占めるに至った。しかし石油製品流通政策から、調査・研究に至るまで依
然として系列流通を前提に行われており、独立系に関する政策的対応も、系列外に対する包括的な調査・研究も
行われてこなかった。しかし一定規模を占めた独立系への対応を横に置いて、インフラとしての石油流通も、巨
大災害などへの緊急時における石油製品の供給体制も実効性を十分に担保できるとはいえない。そのことから独
立系に焦点をあてて石油製品流通を検証・考察したことは学術的意義だけでなく、社会的意義があった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
石油製品流通は、精製・元売りによる系列を前提に成立してきたが、1997年の供給元証明の
廃止以降、規制緩和によって前提（政策的裏付け）が取り払われることで、独立系販売業者が
急速に増加し、2015年にはガソリンスタンド数の 25％以上を占めるに至った。 
 しかし石油製品流通政策から調査・研究に至るまで、依然として系列流通を前提に行われて
おり、独立系に関する政策的対応も、一貫して系列の既得権益を保護する視点からのみ行われ、
系列外に対する包括的な調査・研究も行われてこなかった。しかし既に 1/4 以上となった系列
外流通への対応を横に置いて、インフラとしての石油流通も、首都直下型などの巨大災害など
の緊急時における石油製品の供給体制も実効性を十分に担保できるとはいえない。そのことか
ら独立系に焦点をあてて石油製品流通を検証・考察する必要があった。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、独立系販売業者の生成と成長過程、経営基盤、経営行動、意識を含めて包括的に
調査・研究し、独立系を含めた石油流通システムの全容を解明することを目的とする。このこ
とによって、重要な産業・生活インフラである石油流通拠点が、エネルギー転換の過渡期にお
いても効率的、効果的に維持することが可能となる。 
 
３．研究の方法 
 独立系石油販売業者の生成と発展プロセスについては、戦後の石油流通機構の生成と発展プ
ロセスの研究フレームワークである「規制と取引慣行」、「系列内組織構造」を中心に、ヒアリ
ングと文献調査によって行った。 
石油製品流通において、独立系業者に関してまとめた研究はほとんど存在しないことから、
独立系業者の事業組合である中央石油販売事業組合から提供された各種資料・文書、会報を詳
細に検証するとともに、同組合の組合員、事務局へのヒアリング調査を行った。 
 またセルフサービス解禁後に急拡大した独立系業者を対象に、事業の生成・発展について、
各社の社内資料等をもとに過程分析を行った。 
 独立系業者の数的把握については、資源エネルギー庁の公表データを基に、揮発油業法が成
立した 1977 年 5月の販売業者数・拠点数を総数として、精製・元売各社が公表した系列拠点数
の合計との差によって算出した。また商社系列、全農系統の拠点数については、商社系につい
ては各社の公表データを、全農系統については、全農が作成している統計データを用い、さら
に『月刊ガソリンスタンド』の統計データと『石油資料』を使用した。 
 また規制や取引慣行の影響については、独立業者に加え、商社系特約店へのヒアリング、米
国、欧州におけるフランチャイジング法、PMPA 法などの実務法との比較によって、石油製品流
通における特性等を踏まえて考察した。 
 
４．研究成果 
 研究成果のうち、ここでは独立系の生成と発展過程について、①成長制約が生み出した非系
列、②チャネル管理のあいまいさによる系列概念の混乱と独立系、③規制緩和と新業態による
独立系の伸長、そして④精製・元売の寡占体制の確立と準系列化・独立系への分化、の４フェ
ーズから示す。 
 
（１）成長制約が生み出した非系列  
戦後の我が国の石油流通システムは、精製・元売の登録制度の上で成立していたことから、
石油製品販売業者はいずれかの系列に属する必要があり、精製・元売は、事実上、販売業者の
認可権を持っていた。すなわち製品の安定供給が保証されない限り、石油販売業を営むことが
できなかったことから、系列を前提とした流通システムが形成された。 
しかしながら元売が認可権を行使したのは、自らと特約契約に基づいて取引を行う特約店に
限られており、元売の債権管理条件をクリアできない販売店は、特約店と販売契約を結ぶこと
によって、製品の供給を受け、元売とは商標の使用契約のみによって系列傘下にあった。この
ことから石油元売の系列システムは、大手の特約店に対するコントロールを通して系列全体を
管理する仕組み（ディーラー・サブディーラーシステム）であった。 
それゆえ特約店は、担当地域における販売店の起用から製品供給、出店計画の多くをコント
ロールしていた。今回の調査対象となった独立系販売業者のほとんどは、ここでいう販売店か
らスタートしている。販売店には①積極的拡大政策を採用する起業家的精神をもった販売店、
②家族的経営の生業的販売店、③石炭や薪炭業者からの転換業者、そして④他業種から成長す
る新規市場に参入した（多角化の一環として参入した）販売店から成り立っていた。 
石油製品の市場拡大にあわせて業容を拡大しようとした販売店は、自らの意思で積極的に出
店し、業容を拡大させようとするが、元売・特約店の政策の下、出店の自由を与えられておら
ず、元売も特約店の意向を重視せざるを得ない環境にあった。そのためか拡大・成長を志向す
る販売店と旧来の業務慣行を維持する特約店の間にしばしばコンフリクトが発生し、特に成長
意欲の高い販売店は、新規出店を条件に他系列へ転籍したり、もしくは転籍を前提に製品を確
保して系列を離脱して一時的に非系列になったケースなどがあった。また元売・特約店との販
売政策でのコンフリクト、債権管理上の問題などからサインポールを引き上げられることで無



印となった販売店もあり、独立系のスタートは、独立というよりも非系列・転籍・系列離脱か
らスタートした。 
 
（２）あいまいなチャネル管理による系列・非系列の混乱 
急拡大する石油製品需要を背景に、政府の生産枠の獲得競争を繰り広げる精製・元売は、販
売実績を作るために、自らの系列で裁くことのできない製品を、系列外に販売していった。特
に民族系は、販売力が弱いにもかかわらず、政府の民族系育成策によって販売力に比して過大
な精製枠を持ったことから、債権管理の不要な商社系特約店を積極的に活用した。その商社系
特約店は、成長を志向する系列販売店や非系列店を自らの系列に転籍させることで製品の販売
先を確保した。商社系特約店は非系列販売店の受け皿となり、無印・非系列としての独立系販
売業者は準系列的な位置づけによって製品を確保した。当時は、石油製品は経常的に過剰状態
であり、一時的なショート時期を除き、系列外業者は、市場価格で製品を安定的に調達するこ
とができたことから、製品供給は系列に属する誘因にはならなくなっていた。 
政府が生産枠を決める構造の中で、将来は現在よりも市場が大きくなっている市場拡大期に
おいては、現在の生産過剰よりも、将来の生産枠の確保が優先した。さらに精製段階における
民族系育成策などによってさらに需給のバランスが乱れ、系列流通の基盤が揺るいだ。本来な
らば系列取引と非系列取引は全く異なるものであるが、この需給状況によって系列と非系列間
に大きな価格差が生み出され、その結果、系列流通に系列外流通がまざることによって、精製・
元売にとっても系列流通はもはや安全なチャネルでなくなるのと同時に、流通の効率性を担保
する系列取引が成立しなかった。 
すなわち一方で系列流通が混乱しているにも関わらず、他方で系列が維持されていることを
前提に政策が作られ、戦略は組み立てられるという齟齬が市場の混乱に拍車をかけた。すなわ
ちこの段階では、系列と非系列は外面的には明らかに異なっているにもかかわらず、系列が非
系列製品を売ることで非系列（独立）業者の区分はあいまいになり、それが非系列化への誘因
となった。 
 
（３）規制緩和と新業態化がもたらした独立系の増加 
1987 年から始まった石油関連規制の緩和によって、二次精製装置の許可の弾力化、ガソリン
生産枠（PQ）の廃止、灯油の在庫指導が廃止されたことから、精製・元売は、一斉に増産・系
列店開発を行った。規制に守られているはずであったが、元売りは規制を制約要因として認識
していたことから、販売拠点の拡大を含めて混乱を引き起こした。しかも特定石油製品暫定措
置法（特石法）の廃止までの 10 年間に、唯一の採算油種であったガソリンのシェアをしたい精
製・元売は、系列では賄いきれない大量の製品を非系列製品として放出した。製品の大幅な過
剰は、コストプッシュプライシングの系列商品と市場によって決まる非系列商品の価格差を拡
大し、しかも常態的な供給過剰が、製品の安定供給不安を払拭し、系列所属の誘因を消失させ
た。 
この状況下で、1990 年に SS 建設規制が廃止されると、拡大を抑えられてた非系列業者は、
安価な非系列製品を武器に、量販を志向し、系列に所属できないから無印（ノンブランド）と
いう位置とはかけ離れ、系列店を寄せ付けない販売力をもったプライベートブランドへの転換
を押しすすめた。これを決定的にしたのが、1997 年の供給元証明の廃止と 1998 年の有人セル
フ SS の解禁であった。 
有人セルフの解禁にたいして懐疑的な見方をしていた精製・元売、系列店に対して、顧客の
機能代替を前提にした低価格を打ち出し独立系は、一挙に販売量を拡大させ、プライベートブ
ランドとししての地位を固めた。この動きは、米国におけるセルフ解禁時の系列と独立系の新
業態の採用プロセスとほぼ同様の動きであった。 
フルサービスの段階においても、特に価格競争が激しかった地域、例えば北海道における MOA
戦争（オカモト、モダ石油、アサヒ商会）を繰り広げた三社は、激しい競争の中から身に着け
た販売ノウハウを武器に順次全国に、PBを拡散させていった。群馬におけるヤマダ電機・コジ
マ電気の競争がもたらした競争優位と全国展開とほぼ同じ状況であり、ポーターの言う地域的
競争優位性を実現した。 
この動きを下支えたのが、中央石油販売協同組合（COC）の組合活動であり、独立系はお互い
のノウハウや戦略を公開し、議論と相教を行い、価格情報の提供、仕入先のあっせん、交渉ノ
ウハウまでを磨き上げた。この相教活動こそが、全国の独立系がマネジメントをさらに洗練さ
せる機会となった。系列においては系列論理が優先するのに対し、独立系は市場の論理を前面
に出し、しかもノウハウの共有を積極的に行った。 
急拡大したオカモトグループを例に挙げると、オカモトはセルフ解禁前には 12店舗であった
が、2006 年までに 34 店舗、2014 年には 77 か所と急拡大を果たし、2019 年では 120SS 以上を
要する SS 網に成長した。圧倒的な販売力を考慮すると、この SS網は通常の 500 か所以上の販
売力に相当する。 
独立系の中には SS建設枠規制などから SS 事業では拡大ができなかったことから、規制時代
においても、石油販売事業以外に成長源を探索し、他分野にも積極的に進出していた。 
先のオカモトは、スポーツクラブ事業、介護事業、外食事業などによって、37都道府県で 530
店舗を展開するまでになっているが、このコングロマリット的拡大のスタートは規制による成



長抑制に対する成長戦略から導き出されたものであった。他も SS事業以外にも和歌山・大阪に
9 店舗を持つ石橋は紀州きのこ園（石橋商事）によって多角化を進め、金沢の独立系（後にオ
カモトに石油事業を売却）は高速バス業界へ進出するなど、独立系の事業領域は石油販売業に
とどまることなく拡大した。実際に COC の会員には石油を起点に事業拡大を志向する事業者も
多く、これらの発展過程からわかることは、規制はこれらの業者を規制内に留めることはなく、
かえって業界外へ事業を拡大する契機にもなっていたことがわかる。 
2019 年の経産省のキャッシュレス支援対策の電子決済事業者登録においても、1998 年度の仮
登録者 116 社の中に石油販売業者では独立系の２社のみが登録業者になっており、独立系の事
業に対する明確な意欲が見える。 
 
（４）独立系の準系列化 
2018 年に JXTG が誕生し、2019 年に出光・シェルが統合され、精製・元売の寡占体制が成立
し、非系列を取り巻く市場環境が大きく変化した。 
コスト的価格設定の JXと蔵出し価格（ラック価格）を価格政策としていた両社が合併するこ
とで、市場で売買された製品は、系列内で処理されることで非系列製品の量が縮小し、さらに
同様の動きが出光シェルの統合によって加速されると、非系列業者を支えてきた需給体制は大
きく変化した。しかも公正取引委員会は、公正な取引を担保するはずの商標権の侵害防止を、
非系列製品購買を正当化する流通証明制度によって、結果的に拘束的取引を正当化するなど、
公正取引とはかけ離れた政策を実施した。しかも生活必需品である石油製品において明らかに
競争を阻害する寡占企業の合併を認めるなどによって、正取引を担保する市場機能を排除した。
特に市場製品の取引の中心であったエネルギー商社は、その活動基盤が希薄になることによっ
て、非系列業者を自社系列にすることによって準系列化を推し進めることになった。ここで非
系列業者は、準系列化によって製品供給を確保するか、独自にマネジメントを確立する独立系
に分化しつつある。 
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